
埼玉県受動喫煙防止対策実施施設等認証制度補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 受動喫煙防止対策を推進するため、埼玉県受動喫煙防止対策実施施設等認証制度

（以下、「認証制度」という。）実施要綱第１５条に基づき受動喫煙防止対策を推進して

いる区域としての認証（以下、「区域認証」という。）を申請する市町村が実施する、当

該申請に係る区域内における屋外喫煙所の整備に対し、予算の範囲内において補助金を

交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼

玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるとこ

ろによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、認証制度実施要綱第

１５条に基づき、区域認証を申請するために市町村が実施する屋外喫煙所の設置、改修、

移設等とする。 

２ 次の各号に掲げる事業は、補助対象事業に含まないものとする。 

（１）国庫補助事業 

（２）県費補助事業 

（３）公用施設（庁舎等）の維持管理費等に係る事業 

（４）その他、この補助金の趣旨に合致しない事業 

 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、第８条第１項の交付

決定が行われた会計年度における補助対象事業の実施に要する次に掲げる経費とする。 

 ア 工事請負費 

 イ 原材料費 

 ウ 備品購入費 

 エ 委託料 

 オ 負担金、補助及び交付金 

 カ その他事業の実施にあたり必要と認められる経費 

 

（補助率、補助限度額及び支払方法） 

第４条 補助対象事業に対する補助金の補助率及び補助限度額は別表に定めるとおりとし、

補助対象経費の総額に補助率を乗じて得た額と補助限度額とを比較して少ない方の額を

補助額とする。ただし、算出額に 1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

２ 補助金の支払い方法は、概算払いとすることができる。 

 

（申請手続） 

第５条 規則第４条第１項の申請書の様式、様式第１号によるものとし、補助金の交付を



受けようとする市町村長は、別に定める日までに知事に対して提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第６条 知事は、前条により補助金の交付申請があったときは、当該書類を審査し、補助

金の交付又は不交付を決定した時は、交付（不交付）決定通知書（様式第２号）を速や

かに当該申請市町村長に送付するものとする。 

 （以下、交付決定を受けた者を「補助事業者」という。） 

 

（交付の条件） 

第７条 この補助金の交付の決定には、次の条件を付すものとする。 

（１） 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容変更（軽微な

変更を除く。）をする場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（２） 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、あらかじめ知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（３） 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった

場合には、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

（４） 補助事業により取得し、又は効果の増加した財産については、知事の承認を受け

ないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、又は取り壊してはならない。 

（５） 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合は、その収入を

県に納付すること。 

（６） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。 

（７） 補助事業に係る収支及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日（事業

の中止又は廃止の承認を受けた場合は、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならないこと。 

（８） この補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を受けてはならな

い。 

（９） この補助金を補助対象経費以外に使用してはならない。 

（10） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けてはならない。 

（11） 認証制度実施要綱第１５条における区域認証の申請を補助事業の完了後１年以内

に行うこと。 

（12） 補助事業により整備する屋外喫煙所の種類及び箇所数については、知事と事前に

協議すること。 

 

（変更等の承認申請） 

第８条 補助事業者は、前条第１号又は第２号の規定により知事の承認を受けようとする

ときは、変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければならな

い。 



 

（変更等の承認） 

第９条 知事は、前条の変更（中止・廃止）承認申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、申請内容の承認の有無を、変更（中止・廃止）承認通知書（様式第４号）に

より補助事業者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は

条件を付することができる。 

 

（状況報告） 

第 10 条 知事は、必要に応じて補助事業者から補助事業の遂行状況について遂行状況報告

書（様式第５号）により報告を求めることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合

又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示

を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第 11 条 補助事業者は、補助事業の完了（補助事業の中止又は廃止の場合を含む。）後３

０日以内又は当該事業年度末のいずれか早い期日までに、事業実績報告書（様式第６号）

を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金額の確定） 

第 12 条 補助金額の確定は、補助金確定通知書（様式第７号）により行うものとする。 

 

（その他） 

第 13 条 この要綱に定めるほか、補助金の交付に関し必要な事項は知事が別に定める。 

 

 

  附 則 

 この要綱は、平成３１年６月１日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

 

 
屋外喫煙所の種類 要件 補助限度額 補助率 

１ 

①固定されたコンテナ型 

  又は 

②固定されたパーテーシ

ョン型 

基礎で固定されている等、

容易に移動ができない構造

となっているコンテナ型又

はパーテーション型である

こと 

４００ 

万円 

１０／１０ 

以内 

２ 
上記１の①②以外で固定

されているもの 

上記以外で基礎で固定され

る等したものであること。 

２００ 

万円 

３ 

①移動可能なコンテナ型 

  又は 

②移動可能なパーテーシ

ョン型 

容易に移動可能な構造とな

っているコンテナ型又はパ

ーテーション型であること 

４ 
上記３の①②以外で移動

可能なもの 

上記以外で容易に移動可能

なものであること。 
１００ 

万円 

 

※ コンテナ型とは、壁及び天井で囲まれたものをいう。 

※ パーテーション型とは、壁で囲まれ、かつ天井が解放されたものをいう。 


